
 

令和７年第１回みやま市議会定例会 議案一覧 

 

 

 

合計４１件の付議案件を予定【同意５件、諮問４件、承認２件、議案３０件】 

 

【同意】 

同意

番号 
件名及び内容 所管課 

１ 

教育委員会委員の任命について 

総務課 宮本 篤氏の任期が令和７年３月３１日で満了するのに伴い、新たに松尾 清氏を

任命することについて議会の同意を求めるもの 

２ 

公平委員会委員の選任について 

総務課 金子 保子氏の任期が令和７年３月３１日で満了するのに伴い、新たに古賀 富美

子氏を任命することについて議会の同意を求めるもの 

３ 

固定資産評価審査委員会委員の選任について 

総務課 桑野 セツ子氏の任期が令和７年３月３１日で満了するのに伴い、再任について議

会の同意を求めるもの 

４ 

固定資産評価審査委員会委員の選任について 

総務課 坂梨 一広氏の任期が令和７年３月３１日で満了するのに伴い、再任について議会

の同意を求めるもの 

５ 

固定資産評価審査委員会委員の選任について 

総務課 德永 照利氏の任期が令和７年３月３１日で満了するのに伴い、再任について議会

の同意を求めるもの 

 

【諮問】 

諮問

番号 
件名及び内容 所管課 

１ 

人権擁護委員の候補者の推薦について 
人権・同

和対策室 
藤吉 滋子氏の任期が令和７年６月３０日で満了するのに伴い、再度、法務大臣に

推薦することについて、議会へ諮問するもの。 

２ 

人権擁護委員の候補者の推薦について 
人権・同

和対策室 
壇 朝子氏の任期が令和７年６月３０日で満了するのに伴い、再度、法務大臣に推

薦することについて、議会へ諮問するもの。 

３ 人権擁護委員の候補者の推薦について 人権・同
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岩間 眞弓氏の任期が令和７年６月３０日で満了するのに伴い、新たに岩間 龍男

氏を法務大臣に推薦することについて、議会へ諮問するもの。 

和対策室 

４ 

人権擁護委員の候補者の推薦について 
人権・同

和対策室 
末吉 達矢氏の任期が令和７年６月３０日で満了するのに伴い、新たに河野 隆氏

を法務大臣に推薦することについて、議会へ諮問するもの。 

 

【承認】 

承認

番号 
件名及び内容 所管課 

１ 

専決処分の承認について（専決第１２号 令和６年度みやま市一般会計補正予

算（第８号）） 

財政課 

国の「国民の安全・安心と持続的な成長に向けた総合経済対策」を踏まえ、低所得

世帯支援給付金を給付するための経費について、緊急を要するため令和６年１２月２

４日付けで専決処分をしたので、議会に報告し承認を求めるもの。 

歳入歳出予算にそれぞれ 1億 5,382 万 4,000 円を追加 

（予算総額 225億 9,949万 1,000 円） 

２ 

専決処分の承認について（専決第１号 みやま市行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用に関す

る条例の一部を改正する条例の制定） 

企画 

振興課 

みやま市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律に基づく個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例について、令和７年１

月３１日付けで専決処分をしたので、議会に報告し、承認を求めるもの。 

法改正に伴う条ずれの対応や、システム標準化に伴う「住登外者宛名番号管理機能」

について、令和７年２月３日から当該機能を運用開始するために改正を行ったもの。 

 

【議案】 

議案 

番号 
件名及び内容 所管課 

１ 

みやま市監査委員条例の一部を改正する条例の制定について 
行政委員

会事務局 
地方自治法の一部を改正する法律の公布に伴い、条例中で引用する地方自治法の規

定に条ずれが生じたため、所要の改正を行うもの。 

２ 

みやま市職員の勤務時間、休暇等に関する条例及びみやま市職員の育児休業等

に関する条例の一部を改正する条例の制定について 
総務課 

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律の改正を

踏まえ、関連する２つの条例の改正をするもの。 

３ 

みやま市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

総務課 大規模災害等の被災地において、救助活動等の危険を伴う業務に従事する職員への

特殊勤務手当の支給に関し、国家公務員、警察職員及び他の地方公共団体に属する職



員との処遇面での均衡を図るため、条例を改正するもの。 

４ 

行政機構の見直しに伴う関係条例の整理に関する条例の制定について 

総務課 

市の行政機構の見直しに伴い、部の再編など条例に所要の改正を行うもの。現在の

総務部を分け、新たに企画部を創設することや、行政区・自治会のあり方の検討、市

民への安全安心への取組を強化するための地域・防災課の新設など、３つの条例につ

いて改正を行う。 

５ 

みやま市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定について 

税務課 
福岡県が算定した令和７年度の国民健康保険事業費納付金・標準保険料率本算定結

果通知に基づき、国民健康保険税の必要額を課するための税額の算定にかかる税率な

どを改正するもの。 

６ 

みやま市立学校設置条例の一部を改正する条例の制定について 
教育 

総務課 
瀬高中学校と東山中学校の２中学校を統合し、新設校として「みやま中学校」を設

置することに伴い、条例の一部を改正するもの。 

７ 

みやま市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

を改正する条例の制定について 

子ども 

子育て課 

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準及び家庭的保育事業等の設備及び運営

に関する基準の一部を改正する内閣府令の公布に伴い、条例に所要の改正を行うも

の。家庭的保育事業等を利用する乳幼児に対する食事提供の特例要件の規定に「管理

栄養士」を追加する。 

８ 

みやま市宿泊施設の誘致に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

商工 

観光課 

宿泊施設の設置事業者に対する奨励措置の拡充等を行い、指定区域内における宿泊

施設の誘致を促進するため、所要の改正を行うもの。指定区域について、現行の規定

に「沿道型商業地」を追加し、宿泊施設の誘致を促進する区域を拡張するとともに、

奨励措置について、現行の固定資産税の５年間の課税免除に加え、「６年目から１０

年目」までの間を税率２分の１の不均一課税とする。また、奨励措置の均衡化のため、

下水道使用料の減免規定を削除する。 

９ 

みやま市定住促進住宅の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の

制定について 

都市 

計画課 

定住促進住宅山川団地の共益費及び駐車場使用料の徴収について、現行の条例での

日割計算は、端数処理が 100円未満切捨てとなっており、１日だけ使用した場合に使

用料の請求ができず、市営住宅の徴収料金との整合が取れない状況であったため、定

住促進住宅の共益費及び駐車場使用料について、みやま市営住宅の端数処理方法に合

わせるよう改正を行うもの。 

１０ 

みやま市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条

例の制定について 上下 

水道課 地方自治法の改正に伴い、条例中で引用している地方自治法の条文が繰り下がるた

め、条例に所要の改正を行うもの。 

１１ みやま市布設工事監督者及び水道技術管理者の資格等に関する条例の一部を 上下 



改正する条例の制定について 水道課 

水道法施行令の改正により、条例で定めている布設工事監督者及び水道技術管理者

の資格要件について改める必要があるため、所要の改正を行うもの。資格要件につい

て、下水道等に関する実務経験を含める他、学歴・学科要件に土木工学科や土木科以

外の課程の追加、また、小規模事業者における技術上の実務経験年数の見直し等を行

う。 

１２ 

みやま市公共下水道条例の一部を改正する条例の制定について 

上下 

水道課 

下水道法施行令の改正に伴い、公共下水道又は流域下水道からの放流水に含まれる

大腸菌群数に係る基準について、基準を「大腸菌群数」から「大腸菌数」に改めるも

の。 

１３ 

みやま市戸別浄化槽整備条例の一部を改正する条例の制定について 

上下 

水道課 

申請手続が煩雑であるとの声が寄せられている工事計画の作成等について、重複し

ている手続の見直しを行うため、工事計画に関する規定を削るとともに、浄化槽の設

置及び管理に必要な限度で土地に立ち入ることや、浄化槽設置期間における土地の無

償使用に関する規定を新設するもの。 

１４ 

みやま市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部を改正

する条例の制定について 
消防本部 

総務課 
消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律施行令の一部改正を踏まえ、非

常勤消防団員の処遇改善を図るため、消防団員退職報奨金の勤務年数区分に、新たに

「３５年以上」の区分を追加するもの。 

１５ 

福岡県市町村職員退職手当組合を組織する地方公共団体の数の減少及び福岡

県市町村職員退職手当組合規約の変更について 

総務課 福岡県市町村職員退職手当組合を構成する団体のうち、下田川清掃施設組合が解散

されることに伴い、規約の改正が必要になったので、地方自治法第 290条の規定によ

り議会の議決を求めるもの。 

１６ 

工事請負契約の変更契約の締結について 

商工 

観光課 

産業団地造成工事（一工区）について、当該工事請負契約に変更が生じたことから、

議会の議決を求めるもの。建設発生土の受入土量が減少したことに伴い、購入土を増

量する必要が生じたことや、防火水槽の設置部において、地下水の湧水対策として地

盤改良を実施する必要が生じたこと等により、請負金額を 1,864万 1,700 円増額し、

総額 4億 295万 3,100 円とする。 

１７ 

工事請負契約の変更契約の締結について 

商工 

観光課 

産業団地造成工事（二工区）について、当該工事請負契約に変更が生じたことから、

議会の議決を求めるもの。建設発生土の受入土量が減少したことに伴い、購入土を増

量する必要が生じたことや、資材運搬車両の混雑による事故を防止する観点から、交

通誘導員を配置したこと等により、請負金額を 1,842万2,800円増額し、総額2億9,237

万 2,300 円とする。 

１８ みやま市道路線の廃止について 建設課 



道路法第１０条第１項の規定に基づき、市道路線の廃止をするもの。 

廃止する路線は、２路線。 

１９ 

みやま市道路線の認定について 

建設課 道路法第８条第 1 項の規定により、市道路線の認定をするもの。 

認定する路線は、４路線。 

２０ 

令和６年度みやま市一般会計補正予算（第９号） 

財政課 

歳入歳出予算の補正のほか、継続費、繰越明許費、債務負担行為及び地方債の補正

を行っている。 

歳入歳出予算にそれぞれ 1億 4,912 万 3,000 円を追加 

（予算総額 227億 4,861万 4,000 円） 

２１ 

令和６年度みやま市国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号） 

財政課 
国県支出金等返還金の補正を行っている。 

歳入歳出予算にそれぞれ 2,265万 3,000 円を追加 

（予算総額 52億 9,089万 2,000 円） 

２２ 

令和６年度みやま市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号） 

財政課 
保険料等負担金の補正を行っている。 

歳入歳出予算にそれぞれ 1,200万円を追加 

（予算総額 8億 944万 1,000 円） 

２３ 

令和６年度みやま市介護保険事業特別会計補正予算（第３号） 

財政課 
介護給付費中期財政調整基金への積み立て等を行っている。 

歳入歳出予算にそれぞれ１億 200万円を追加 

（予算総額 51億 4,003万 8,000 円） 

２４ 

令和７年度みやま市一般会計予算 

財政課 
各種施策を積極的に推進することにより、「未来へとつなぐ、安全、安心で持続可

能なまちづくり」を目指した予算としている。 

予算総額 220億 7,100 万円（前年度比較 10億 2,600 万円の増） 

２５ 

令和７年度みやま市国民健康保険事業特別会計予算 

財政課 
令和７年度においても、本市の保険税率を、県の標準保険料率のとおり改定する予

定としている。 

予算総額 53億 1,881 万 9,000 円（前年度比較 4,537万 3,000 円の増） 

２６ 

令和７年度みやま市後期高齢者医療特別会計予算 

財政課 
歳入では、後期高齢者医療保険料の増、歳出では、後期高齢者医療広域連合納付金

の増を見込んでいる。 

予算総額 8億 4,810 万 5,000 円（前年度比較 5,162万 4,000 円の増） 

２７ 

令和７年度みやま市介護保険事業特別会計予算 

財政課 
３ヵ年計画である第９期介護保険事業計画の２年目に当たり、この計画に応じて保

険給付費を見込み計上している。 

予算総額 51億 9,135 万 3,000 円（前年度比較 1億 7,355万 1,000 円の増） 



※うち介護保険事業勘定 51億 7,019 万 6,000 円 

 介護サービス事業勘定 2,115 万 7,000 円 

２８ 

令和７年度みやま市用地特別会計予算 

財政課 令和７年度も事業計画がないため、費目のみ計上している。 

予算総額 3,000円 

２９ 

令和７年度みやま市水道事業会計予算 

上下 

水道課 

（収益的収支） 

事業収益 5億 2,246 万円、事業費用 4億 9,416 万円 

（資本的収支） 

収入 2億 190万 1,000 円、支出 4億 9,939 万円 

※収入額が支出額に対し不足する 2億 9,748万 9,000円については、損益勘定留保

資金等で補てんする。 

３０ 

令和７年度みやま市下水道事業会計予算 

上下 

水道課 

（収益的収支） 

事業収益 7億 2,813 万円、事業費用 7億 1,812 万 4,000 円 

（資本的収支） 

収入 5億 7,257万 2,000円、支出 7億 1,134 万円 

※収入額が支出額に対し不足する 1億 3,876万 8,000円については、損益勘定留保

資金等で補てんする。 

 

●議会に提出されている請願 

受理 

番号 
件名及び請願の要旨 所 管 

 

 

 
なし 

 


